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１ 森林環境譲与税とは

森林の有する公益的機能は、地球温暖化防止のみならず、国土の保全や水源の涵養

等、国民に広く恩恵を与えるものであり、適切な森林の整備等を進めていくことは、我が

国の国土や国民の生命を守ることにつながる一方で、所有者や境界が分からない森林

の増加、担い手の不足等が大きな課題となってる。

このような現状の下、平成30(2018)年5月に成立した森林経営管理法を踏まえ、パリ

協定の枠組みの下における我が国の温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止等

を図るための森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保する観点から、平成

31(2019)年3月に「森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律」が成立し、「森林環境

税」及び「森林環境譲与税」が創設された。
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森林環境譲与税について



２ 森林環境税及び譲与税の仕組み
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３ 森林環境譲与税とながさき森林環境税との棲み分け
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※長崎県HP『「ながさき森林環境税」についての基本的な考え』抜粋



４ 本市の森林の現状

人工林

35%

その他

65%

林種割合

約13,483ha

約7,301ha
民間所有

81%

長崎市所有

11%

その他

8%

約5,926ha

約766ha

約609ha

【R２年度調査】
民間所有の内約2,350ha（40％）が

管理されていない。
約25,882筆 所有者約12,052人

森林経営管
理制度の対
象となる森林
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５ 森林経営管理制度について
（１）概要
当制度は、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律と同時期
に施行された、森林経営管理法に基づき実施されている制度である。

手入れが行き届いていない森林について、市町村が森林所有者の
委託を受け経営管理したり、意欲と能力のある林業経営者に再委託
することにより、林業経営の効率化と森林の管理の適正化を促進する。

※林野庁HP引用〇一定基準に該当しない森林に関しては返却する
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（２）進め方

捜索
• 適切な管理が行われていない民有林(人工林)の特定 (森林整備促進検討業務)

調査
•優先順位をつけて森林所有者意向調査

計画
•森林現況調査及び経営管理権集積計画策定(所有者同意の徴取)

公告
•経営管理権集積計画の公告 (森林経営管理法 第７条に基づく)

施行

•市が経営管理を受託（再委託or直営）

•地域の林業事業体へつなぐ
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捜索
• 適切な管理が行われていない私有林(人工林)の特定 (森林整備促進検討業務)

調査
• 優先順位をつけて森林所有者意向調査

計画
• 森林現況調査及び経営管理権集積計画策定(所有者同意の徴取)

公告
• 経営管理権集積計画の公告 (森林経営管理法 第７条に基づく)

施行
• 市が経営管理を受託（再委託or直営）

• 地域の林業事業体へつなぐ



（３）これまでの取組み

○令和２年度

・長崎市森林整備促進検討業務委託

⇒長崎市における森林経営管理制度の進め方の検討

○令和３年度

・森林現況調査業務委託：外海1ブロック

○令和４年度

・森林所有者意向調査集計業務委託：外海2ブロック

○令和５年度

・森林現況調査及び経営管理権集積計画策定業務委託

：外海2ブロック

・森林所有者意向調査集計業務委託：外海3・4ブロック

○令和６年度

・森林現況調査及び経営管理権集積計画策定業務委託

：外海1・3・4ブロック

・森林所有者意向調査集計業務委託：琴海ブロック

・間伐等業務委託：外海2ブロック
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６ 本市における森林環境譲与税の活用状況
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※令和6年度以降 見込額

円
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・税の新たな使途の模索
・人材育成及び人材確保に向けた取り組み

が必要

既存の林業経営体のマンパワー不足等により
森林経営管理制度での支出には限界

令和５年度
執行率

約12.8％
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林業経営に適した森林

・道から近く搬出しやすい
・適切に管理されている

林業経営に適さない森林

一定のまとまり ある ない

面積 0.1ha以上 0.1ha未満

境界 明確である 不明確である

市町村が管理
(森林経営管理制度)

所有者が管理
(森林所有者支援事業)

林業経営体による管理
(県造林事業)

新規参入事業体 新規参入事業体既存の林業経営体

既存事業 新規事業 新規事業

林業経営体
例)森林組合、林業公社

林業経営体
例)森林組合、林業公社

林業経営体
例)森林組合、林業公社マンパワー不足により施業が困難

７ 本市における森林整備の進め方
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(1)森林所有者の管理意欲がない。
(2)境界が不明確や面積が矮小の場合、市が預かることができない。
(3)筆数が多いため、全てを市が預かることは現実的に不可能。
(4)林業経営体の人材不足。

課 題

林道整備 人材育成 所有者支援

〇管理地への
アクセス向上

〇資格取得支援
〇安全手当

〇管理に係る
費用の支援

課題改善のための新規取組み

適切な管理が行われていない私有林を
長崎市が経営管理権を受託し管理する制度

森林経営管理制度 (令和２年度～実施中)

８ 今後の取組み

-11-


